
●相続税ローンとは…

１）相続税納税資⾦に対して
 ⼤東建託株式会社の顧客様に相続が発⽣したとき、管理物件のアパート・マンションの取得が
 確定した相続⼈（事業承継者）及び⼤東建託と新規に請負契約を締結される⽅に納税資⾦や遺
 産分割代償⾦等をご融資します。

２）相続税抵当権抹消に対して
 相続⼿続において農地等の相続税納税猶予または相続税の延納を選択した相続⼈の⽅は、所有
 不動産に財務省による抵当権が設定されます。これらの⽅が当社の賃貸住宅経営を検討する際、
 必要となる建築地（※１）の抵当権抹消費⽤をご融資します。
 （※１ 建築地以外の抹消費⽤は融資対象外です）

●融資概要

・⼤東建託の管理物件を取得されることが確定し、賃貸経営システムを継続
 される相続⼈（事業継承者）様（※事業⽤物件や１棟１⼾の物件は不可）
・⼤東建託と新規に請負契約を締結される⽅（※３５年⼀括借上が条件）

１）相続税納税資⾦に対して
・相続申告時に必要な相続税納税資⾦
・遺産分割代償⾦⽀払資⾦
・相続税申告にかかる費⽤（税理⼠への⽀払⾦）
・相続登記にかかる費⽤（司法書⼠への⽀払⾦）
・相続対応にかかる弁護⼠費⽤

２）相続税抵当権抹消に対して
・計画地の相続税関連の財務省抵当権抹消費⽤
・相続登記にかかる費⽤（司法書⼠への⽀払⾦）

※上記の資⾦使途関連費⽤を限度とし、当社が認めた額（最⼤5,000万円）

・変動⾦利タイプ（参考⾦利：短期プライムレート＋年１％）
・固定⾦利タイプ（参考⾦利：年１％〜年３％）
※融資⾦利は融資審査にて決定し、融資実⾏時に確定いたします。

 最⻑２０年または完済時年齢は８０歳とし、いずれか短い⽅
 ※返済原資が既存物件の際は、⼀括借り上げの残存期間内でのご融資とします。
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 ６５歳未満の直系卑属である法定相続⼈様より１名以上

 返済対象の管理物件に抵当権設定
 ※案件によっては追加担保をいただく場合があります。

 ６０，０００円 ＋ 消費税

 年１４．０％（年３６５⽇の⽇割計算）

 債務者指定⼝座へ直接送⾦とし、納税税後に納付済証を提出いただきます。

➀家賃天引きタイプ：
 元利均等毎⽉返済（２７⽇返済）
 返済対象物件（⼤東建託管理物件）の家賃より差し引き分割返済

➁⼝座振替タイプ：
 元利均等毎⽉返済（２７⽇振替）
 指定いただいた⼝座より⾃動で引き落としし分割返済
 ※⼤東建託管理物件をご所有（相続される）⽅のみ対象であり、２回以上
  ⽀払いを遅延された場合は、管理物件から⽀払われる借上⽀払賃料から
  の天引きに、返済⽅法を変更といたします。

※【注意事項】審査の結果、ご希望に沿えない場合もございますので、予めご了承ください。
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